
＜変更後＞ 

 

（１）利用者支援事業（計画書Ｐ３２） 

①利用者支援事業 

子ども及びその保護者、妊娠している方がその選択に基づき、教育・保育・保健その

他の子育て支援を円滑に利用できるよう、情報提供及び必要に応じ相談・助言を行うと

ともに、関係機関との連絡調整等を実施する事業です。 

【母子保健型】 

区 分 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

量の見込み 

（か所） 
  １ １ １ 

確保の方策 

（か所） 
  １ １ １ 

 

【特定型】 

区 分 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

量の見込み 

（か所） 
  １ １ １ 

確保の方策 

（か所） 
  １ １ １ 

 

 

 

 

（２）養育支援訪問事業（計画書Ｐ３４） 

⑤養育支援訪問事業 

保護者の養育を支援することが特に必要と認められる家庭及び出産前から支援を行う

ことが必要な妊婦に対し、家庭訪問により保護者の育児、家事等の養育能力を向上させ

るための支援（相談支援、育児・家事援助など）を実施する事業です。 

区 分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

量の見込み   ２００ ２００ ２００ 

確保の方策 

 ( 実 施 体 制 ( 箇

所)) 
  ５ ５ ５ 

（実施機関） 音更町 音更町 音更町 音更町 音更町 

 

 

 



（３）病児保育事業（計画書Ｐ３６） 

⑩病児保育事業 

急な発熱など病気で集団保育が困難な児童を一時的に保育及び看護することで、保護

者の子育てと就労等の両立を支援する事業です。 

【病児保育事業】 

区 分  平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み 

（人日／年） 
 ８００ ８００ ８００ ８００ 

確保の方策 

（人日／年） 
 ２，０１６ ２，０１６ ２，０１６ ２，０１６ 

施設数（か所）  １ １ １ １ 

【病後児保育事業】 

区 分 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

量の見込み 

（人日／年） 
３４８ ３６６ ３６６ ３６６ ３６６ 

確保の方策 

（人日／年） 
１，００８ １，００８ １，００８ １，００８ １，００８ 

施設数（か所） １ １ １ １ １ 

 

 

（４）放課後児童健全育成事業（学童保育）（計画書Ｐ３６） 

⑪放課後児童健全育成事業（放課後子ども総合プラン） 

共働き家庭等の「小１の壁」を打破するとともに、次代を担う人材を育成するため、

すべての就学児童が放課後等を安全・安心に過ごし、多様な体験・活動を行う事ができ

るよう、一体型を中心とした学童保育所及び放課後子ども教室の計画的な整備等を進め

る事業です。 

【学童保育】 

区 分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

【低学年】 

量の見込み（人） 
７００ ６９９ ６８１ ６２９ ５９０ 

【高学年】 

量の見込み（人） 
３１９ ３０７ ２９５ ２９９ ２９８ 

確保の方策 

 登 録 児 童 数

（人） 
７２７ ７２７ ７２７ ７２７ ７２７ 

施設数（か

所） 
１３ １３ １３ １３ １３ 

 



【放課後子ども教室】 

区 分  平成 28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

【低学年】 

量の見込み（人） 
 ９８ ２０９ ２３７ ２５３ 

【高学年】 

量の見込み（人） 
 ５９ １２２ １５８ １７２ 

確保の方策 

 登 録 児 童 数

（人） 
 ２４０ ４２０ ４８４ ５１４ 

施設数（か

所） 
 ４ ７ １０ １３ 

一体的に実施

す る か 所 数

（※） 

 ２ ５ ５ ５ 

 ※数値は、学校数とする。 

 ☆目標事業量の確保の方策 

  ・放課後子ども教室については、平成３１年度までに各小学校区の地域住民等の参画

による運営体制の構築により、全小学校での実施を目指す。 

  ・放課後子ども教室においては、地域住民等の参画による多様な体験及び活動事業の

実施を目指すとともに、学童保育所を開設している小学校区では、学童保育所の児

童もその事業に参加することができるような一体的又は連携による運営を目指す。 

  ・放課後子ども教室の実施に当たっては、特別教室、体育館、グラウンド、図書館等

の一時利用を学校関係者との連携を図って推進していく。 

・放課後子ども総合プランの推進については、教育委員会及び保健福祉部はもとより、

小学校、学童保育所、放課後子ども教室の関係者が連携し、適宜協議を行いながら

推進する。 

 

 

（５）実費徴収に係る補足給付を行う事業（計画書Ｐ３６） 

⑫実費徴収に係る補足給付を行う事業 

特定教育・保育施設等に対して保護者が負担する日用品、文房具その他の教育・保育

に必要な物品の購入に要する費用又は行事への参加に要する費用等について、保護者の

世帯所得の状況等を勘案して助成する事業 

区 分 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

量の見込み 

（人／年） 
 ３ ３ ３ ３ 

確保の方策 

（人／年） 
 ３ ３ ３ ３ 


